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2022年 3月 No.62 

EUにおける企業のサステナビリティ・デュー・ディリジェンスに
関する指令案の公表 

弁護士 福原 あゆみ 

１ はじめに 

 2022年 2月 23日、欧州委員会は、数度の延期を経て、「企業のサステナビリティ及びデュー・ディリジェンス
指令案（Directive on corporate sustainability due diligence）」を公表しました（以下「本指令案」といいま
す。） 1。本指令案は、後述するとおり、企業の人権・環境デュー・ディリジェンスの義務や、同義務に関連する取
締役の責任についても定めています。本指令案の内容は今後の議会による審理の過程で修正される可能性がありま
すが、グローバルでビジネスを行う日本企業にとっても重要なものになると考えられるため、以下概要をご紹介さ
せていただきます。 
 

２ 指令案の概要 

(1) 対象企業 

 本指令案における対象企業（2条）は、以下の要件を満たす企業とされています（以下「対象企業」といいます。） 2。 
 
 グループ 1：従業員数が 500 人超で、かつ全世界の純売上高が 1 億 5,000 万ユーロ超である EU 企業、

または 
 グループ 2：従業員 250人超で、かつ全世界の純売上高が 4,000万ユーロ超の EU企業（この場合、純売

上高の 50％以上が「高リスク」セクター（繊維、衣料、履物、農林水産、食品、採掘を含む）で発生して
いることが条件となっています）。 

 EU域内に拠点を有しないが EU域内で事業活動を行っている企業については、EU域内における純売上高
が 1億 5,000万ユーロ超である企業（グループ 1）、または純売上高が 4,000 万ユーロ超 1 億 5,000万
ユーロ以下であり、全世界の純売上高の 50％以上が上記の「高リスク」セクターで発生している企業（グ
ループ 2）。 

 
 このような売上基準は 2020年 9月に公表された原案から追加されたものになりますが、EU域内に拠点を有し
ない日本企業も売上要件を満たす場合には直接適用対象となる点に留意が必要です。なお、グループ 2については
グループ 1よりも 2年遅れて規則が適用されることになります。 
 
                             
1 https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/1_1_183885_prop_dir_susta_en.pdf 
2 グループ 1に該当する EU企業は 9,400社、グループ 2に該当する EU企業は 3,400社と試算されています。 

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/1_1_183885_prop_dir_susta_en.pdf
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(2) 企業におけるデュー・ディリジェンス義務の内容 

 本指令案では、対象企業においてバリューチェーン全体におけるデュー・ディリジェンス義務（ポリシーの策定、
人権・環境デュー・ディリジェンスの実施、苦情申告手続の確立、定期的なモニタリング、及び公表）が求められ
ており、具体的な要求事項としては以下のものが含まれます。 
 
 企業のポリシーに人権・環境に関するデュー・ディリジェンスを統合し、当該ポリシーが毎年更新される

ようにすること（5条）。 
 自社及び子会社の事業、並びにバリューチェーンを通じて確立された取引関係から生じる、人権・環境に

対する実際または潜在的な負の影響を特定すること（6条）。 
 潜在的な負の影響を防止し、実際の負の影響を終息させること（7条、8条）。 
 影響を受ける人々、関連するバリューチェーンの労働者、バリューチェーンに関連する市民団体が苦情を

申告可能な手続を確立し維持すること（9条）。 
 少なくとも 12 ヶ月に一度のレビューを通じて、デュー・ディリジェンス・ポリシーの有効性をモニタリ

ングすること（10条）。 
 前年度中に企業が実施したデュー・ディリジェンス措置について、企業のウェブサイト上で年次ステート

メントを公表すること（11条）。 
 

 なお、ここでの「バリューチェーン」は、商品の生産やサービスの提供に関連する活動として、商品やサービス
の開発、商品の使用や廃棄に関する活動も含まれるとされており（2条）、上流・下流の取引先を含み、かつ、直接
的な取引先（Tier1）に限定されていない点に留意が必要です。 
 また、グループ 1の企業は、パリ協定の 1.5℃目標と事業戦略が両立するような計画を策定することも求められ
ています（15条）。 
 

(3) 取締役の義務及び民事責任 

 本指令案の特徴の１つとして、取締役のデュー・ディリジェンス等に関する責任に言及している点が挙げられま
す。すなわち、本指令案では、(i) 取締役が企業の利益のために行動する際に、その判断が人権、気候、環境に与
える影響を考慮すること、(ii) 企業のビジネスモデルと戦略が、持続可能な経済への移行及びパリ協定による 1.5℃
目標に適合するような計画を採用すること、及び(iii) ステークホルダーや市民団体からの関連する意見を十分に
考慮した上で、企業のデュー・ディリジェンス・プログラムを導入し、監督する責任を有することを定めています
（25条、26条）。 
 また、企業がデュー・ディリジェンス義務を遵守しなかった結果、人権・環境の負のリスクが発現し、損害につ
ながった場合、企業は当該責任について損害賠償責任を負う旨を定めており（22条）、欧州を中心として人権・環
境に関するクラスアクション等が増加することが予想されます。 
 

(4) 制裁 

 本指令案は、具体的な制裁金額について言及していないものの、EU 加盟国に対して本指令案で定められた義務
の不履行に対して制裁を執行するメカニズムを定めており（20条）、当該制裁措置は効果的であり、比例性を有し
（proportionate）、抑制的でなければならないとしています。 
 

３ 企業に求められる対応 

上記のとおり、本指令案は EUでの事業活動を行う企業に対して広範なデュー・ディリジェンス実施を求めるも
のです。本指令案は今後欧州議会及び欧州理事会に提出され、採択された後、加盟国は 2年以内に同指令に沿った
国内法の制定が求められることになります。 
もっとも、同指令の採択や EU 各国法の整備を待たず、欧州企業が人権デュー・ディリジェンスを加速化させ、
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取引先である日本企業に対して人権デュー・ディリジェンスを求めることなどにより、日本企業も対応を迫られる
場面が増えることは十分に考えられます。 
また、時を同じくして、日本でも 2022年夏を目処に、人権デュー・ディリジェンスの企業向け指針を策定する

ことが経済産業省より公表されています。 
企業が人権デュー・ディリジェンスをこれから実施しようとする場合には、自社のビジネスの商流やサプライチ

ェーンを確認し、人権リスクを洗い出すとともに、これらの人権リスクの優先順位付けをすることが重要となりま
すが、これらの進め方については国際経済連携推進センターにより 2022年 2月に公表された「中小企業のための
人権デュー・ディリジェンス・ガイドライン～持続可能な社会を実現するために～」3も参考になると思われます。 
また、強制労働等の人権侵害に対する制裁についても欧州委員会により別途検討がなされているところであり 4、

今後の動向について注目されます。 
以 上 

2022年 3月 3日 
 

 
[執筆者] 

 
福原 あゆみ（弁護士・パートナー） 
ayumi_fukuhara@noandt.com 
法務省・検察庁での経験をバックグラウンドとして、企業の危機管理・争訟を主たる業務分野と
しており、海外当局が関係したクロスボーダー危機管理案件の経験も豊富に有している。これ
まで、検察庁等、証券取引等監視委員会の取締当局への対応のほか、米国司法省をはじめとする
海外の取締当局の対応に関わっている。また、企業の役職員による品質不正や会計不祥事をは
じめとする幅広い危機管理案件に従事してきた。そのほか、ビジネスと人権に関するアドバイ
ス、個人情報・営業秘密の取扱い、贈賄防止等、コンプライアンス体制構築に関するアドバイス
も行っている。 

 
 
 
  

                             
3 https://www.cfiec.jp/gsg/  
4 米国の動向については、NO&T U.S. Law Update「ウイグル強制労働防止法の制定」（2022年 1月 No.67）もあわせてご参照くだ
さい。 

本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所の法的アド
バイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解ではありません。一般
的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題について
は、必ず弁護士にご相談ください。 

 

https://www.cfiec.jp/gsg/
https://www.noandt.com/publications/publication20220118-4/
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【関連セミナーのご案内】 

今から始める「人権コンプライアンス」ショートセミナー・シリーズ 
「第１回 ビジネスと人権の基礎～EU指令案を含む人権 DD規制の動向」 

■配信期間：2022年 3月 11日（金）～2022年 6月 10日（金）（予定） 
■セミナー概要： 
「ビジネスと人権」については、本年 2 月 23日、欧州委員会により企業に対して人権・環境デュー・デ
ィリジェンスを義務付ける「サステナビリティ及びデュー・ディリジェンス指令案」が公表されたほか、
日本でも本年夏頃を目処に、人権デュー・ディリジェンスの企業向け指針が公表されることが見込まれて
います。人権コンプライアンスの重要性が増す中、これから本格的に「ビジネスと人権」に取り組むこと
を検討されている企業のご担当者様に向けて、押さえておくべき法規制や執行動向等についてのポイント
を中心に解説します。 

 
■会場：オンライン（オンデマンド配信） 
■スピーカー：福原 あゆみ（長島・大野・常松法律事務所 パートナー 弁護士） 
■視聴方法（受講料：無料）： 
オンデマンド配信の詳細・視聴方法につきましては、後日改めてご案内いたします。 
 

■近日開催予定： 
今から始める「人権コンプライアンス」ショートセミナー・シリーズ 
 
・「第 2回 人権侵害に対する制裁に関する法規制及び近時の執行動向」 
 配信期間：2022年 4月 8日（金）～7月 7日（木）（予定） 
 
・「第 3回 広告・マーケティング/AIと人権」 
 配信期間：2022年 5月 13日（金）～8月 12日（金）（予定） 
 
※詳細は後日改めてご案内いたします。 
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コンプライアンス・アセスメントのご案内 
当事務所の危機管理・コンプライアンスチームでは、事業環境を踏まえ企業のコンプライアンスリスクを
分析した上、社内規程その他のコンプライアンス体制の改善に向けたアドバイスを提供するコンプライア
ンス・アセスメントをご提供しています。対象とする分野を限定した初期的なアセスメントを実施するこ
とも可能です。 
 
役員研修、コンプライアンス研修等のご案内 
当事務所の豊富な実務経験を活かした実践的な研修プログラムを各種実施しています。最近の不祥事事件
からの教訓や、コーポレートガバナンスコード対応を含む最新の法令動向を踏まえ、各社のニーズに沿っ
た内容とさせて頂いています。 
 
ご興味をお持ちの場合や、さらに詳しい情報を知りたい場合は、遠慮なく下記編集者までお問い合わせく
ださい。 

[編集者] 
垰 尚義  パートナー 
takayoshi_tao@noandt.com 
 
眞武 慶彦 パートナー 
yoshihiko_matake@noandt.com 
 
福原 あゆみ パートナー 
ayumi_fukuhara@noandt.com 
 
深水 大輔 パートナー 
daisuke_fukamizu@noandt.com 
 
辺 誠祐  パートナー 
tomohiro_hen@noandt.com 

 www.noandt.com 
 
〒100-7036 東京都千代田区丸の内二丁目 7番 2号 ＪＰタワー 
Tel: 03-6889-7000（代表）  Fax: 03-6889-8000（代表）  Email: info@noandt.com 
 

長島・大野・常松法律事務所は、500名を超える弁護士が所属する日本有数の総合法律事務所で
あり、東京、ニューヨーク、シンガポール、バンコク、ホーチミン、ハノイ及び上海にオフィス
を構えています。企業法務におけるあらゆる分野のリーガルサービスをワンストップで提供し、
国内案件及び国際案件の双方に豊富な経験と実績を有しています。 

NO&T Compliance Legal Update ～危機管理・コンプライアンスニュースレター～の配信登録を希望される場合には、
<https://www.noandt.com/newsletters/nl_compliance/>よりお申込みください。本ニュースレターに関するお問い合わせ等
につきましては、<newsletter-compliance@noandt.com>までご連絡ください。なお、配信先としてご登録いただきましたメ
ールアドレスには、長島・大野・常松法律事務所からその他のご案内もお送りする場合がございますので予めご了承いただけます
ようお願いいたします。 

mailto:takayoshi_tao@noandt.com
mailto:ayumi_fukuhara@noandt.com
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